








必要なときにすぐ見られる、
基礎資料集の

決定版！！

新たに策定された「建設リサイクル推進
計画2020」を完全収録！！

ハンディサイズに情報満載！
建設リサイクルの基礎資料を
コンパクトに収録！！

【前版からの主要な変更点】
★新しい「建設リサイクル推進計画2020」を収録！
★廃棄物に関する各種統計調査を平成30年実績まで更新！
「平成30年度建設副産物実態調査結果」との年度比較が
　可能となりました。
★令和元年４月施行の土壌汚染対策法を完全収録
★令和２年10月改正の大気汚染防止法施行令・規則を
　収録！
★関連法令等を最新内容に更新！

編集　建設副産物リサイクル広報推進会議

Ｂ６判・720頁・並製・図書コード3416
定価2,200円（本体2,000円）・送料実費
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TEL 03(3321)4131 FAX 03(3325)1888

https://www.taisei-shuppan.co.jp/ ★弊社ホームページでもご注文いただけます。
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改訂４版　建設リサイクル法に関する
　　　　　　　工事届出等の手引（案）

●届出が必要な工事や届出の仕方、届出書の記載の方法な
　ど、届出の実務がわかる！
●平成22年２月改正の新様式や分別解体等の内装材に木材
　が含まれる場合の追加、「建設リサイクル法質疑応答」
　等最新内容に改訂。

Ａ４判・並製・定価本体800円（税別）・コード2971

建設汚泥再生利用マニュアル

編著■独立行政法人土木研究所

●「建設汚泥の再生利用に関するガイドライン」等、建設汚
　泥リサイクル促進のための新規施策に完全準拠！
●ガイドライン等の解説と、最新の技術的な知見をとりまとめ
　た最新版!!

A４判・並製・定価本体5,000円（税別）・コード2830

建設副産物用語集
編著■建設副産物研究会

●建設副産物に関する用語を法令から技術にいたるまでを幅
　広く収録！見開きページの左側で用語（英訳付き）を解説し
　右側に対応する用語の図表、写真等を掲載

Ｂ６判・並製・定価本体2,700円（税別）・コード2897

改訂版

建設リサイクル実務Ｑ＆Ａ
編著■建設副産物リサイクル広報推進会議

●建設工事における副産物にまつわる195個のＱ＆Ａにより、建
設リサイクル法の内容や改正廃棄物処理法の内容、そして現
場で直面する問題を、工事の段階ごとに体系化して解説！

Ａ５判・並製・定価本体2,800円（税別）・コード3052

〔改訂3版〕
建設リサイクル法の解説

●建設リサイクル法の各条文に施行令、施行規則、解体工事
業登録等省令、分別解体等省令、Q&Aを併せて収録して、わ
かりやすく編集！

Ａ５判・並製・定価本体2,800円（税別）・コード3016

改訂３版　建設現場従事者のための

産業廃棄物等取扱ルール
編著■(公財)産業廃棄物処理事業振興財団
●建設現場従事者の方々が、これだけは押さえなければなら
ない法制度等の知識を簡潔に集約！
●建設廃棄物や汚染土壌の適正処理が社会的に強く求められて
いるなかで、建設現場従事者の方々にとって不可欠な法制度等
の知識を解説

Ｂ５判・並製・定価本体1,900円（税別）・コード3383

編著■建設リサイクル法研究会











改訂５版

公共工事標準請負
　契約約款の解説

編著　建設業法研究会●

Ａ５判・定価本体4,000円（税別）・図書コード3398・送料実費

●令和元年１２月改正の『公共工事標準請負契約約款』改正を盛り込んだ改訂版！
　民法改正、建設業法改正に対応して、「著しく短い工期の禁止」「契約不適合責任の規定の整備」「発注者・
　受注者の契約解除権の規定の整備」「解除に伴う措置について」「発注者・受注者の損害賠償請求権」等、
　『公共工事標準請負契約約款』が改正されました。

●約款の改正経緯から、約款本文については逐条ごとに詳しく解説した関係者必携の
　 最新改訂版！
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改正された「公共工事標準請負契約約款」を
改正経緯を含め、逐条解説で理解できる最新版！

主な改正内容

■工事を施工しない日又は時間帯を定める場合その
　内容を契約書に記載
■破産管財人等による解除の場合の契約保証を明記
■譲渡制限特約を維持した上で受注者がこの工事の
　施工に必要な資金が不足することを疎明したとき
　は請負代金債権の譲渡を認める
■監理技術者を補佐する者を設置する場合も発注者
　に通知
■著しく短い工期の禁止
■改正民法に対応した契約不適合責任の規定を整備
■発注者の契約解除権を改正民法に対応した催告解
　除と無催告解除に分けて規定
■受注者の契約解除権についても催告解除と無催告
　解除に分けて規定
■解除に伴う措置について規定
■発注者の損害賠償請求権について改正
■受注者の損害賠償請求権について改正
■契約不適合責任の担保期間について改正民法に対
　応して規定                               等

第１部　序　説
　第１章　建設工事の請負契約と標準請負契約約款
　第２章　標準請負契約約款の制定と改正
　第３章　公共工事標準請負契約約款の概要

第２部　逐　条　解　説
　建設工事請負契約書
　第１条　総則
　第５条　権利義務の譲渡等
　第10条　現場代理人及び主任技術者等
　第21条　著しく短い工期の禁止
　第45条　契約不適合責任
　第47条　発注者の催告による解除権
　第48条　発注者の催告によらない解除権
　第49条　発注者の責めに帰すべき事由による場合
　　　　の解除の制限
　第51条　受注者の催告による解除権
　第52条　受注者の催告によらない解除権
　第53条　受注者の責めに帰すべき事由による場合
　　　　の解除の制限
　第54条　解除に伴う措置
　第55条　発注者の損害賠償請求等
　第56条　受注者の損害賠償請求等
　第57条　契約不適合責任期間等

第３部　資料

目　次（抄）
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町田安全衛生リサーチ代表

元労働基準監督署長

村木 宏吉

著者略歴 労働衛生コンサルタント (町田安全衛生リサーチ代表)昭和 52年 (1977年 )
に旧労働省に労働基準監督官として採用され、北海道労働基準局、東京局、神奈川局管内各

労働基準監督署及び局勤務を経て、神奈川局労働基準部衛生課の主任労働衛生専門宮を最後

に退宮。元労働基準監督署長。労働基準法、労働安全衛生法及び労災保険法関係の著作あり。

また、労務管理や安全衛生管理に関して企業への助言や顧間のほか安全大会などでの講演活動を行つている。

大威出版社

建設工

I

つのポイント











〒156-0042　東京都世田谷区羽根木1-7-11
TEL 03(3321)4131 FAX 03(3325)1888

http://www.taisei-shuppan.co.jp/ ★弊社ホームページでもご注文いただけます。

〔改訂４版〕
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改訂４版発行にあたって（抄）

　７年前の前回改訂３版発行当時、我が国の建設投資はピーク時の半
分程度にまで減少した時期でしたが、その後東日本大震災からの復興
需要や民間投資の回復により増加傾向となり、2020年の東京オリンピ
ック開催を控えて未だ好況期にあります。一方で他産業と比べ建設業
就業者の高齢化が著しく、社会資本ストックの老朽化に伴う維持修繕
工事の増加への対応等、将来にわたり建設業の生産体制を維持してい
くためには、若者の入職率向上と定着による円滑な世代交代と技術伝
承が不可欠となっています。
　今回の改訂４版発行にあたり、この点に関連して平成24年度から国
が本格的に推し進める社会保険未加入問題対策について、第３章の10
で取り上げてみました。
　また、企業等の契約実務における近年の大きなトピックといえば、
明治29（1896）年制定以来の大改正と言われる民法（債権関係）の改
正法が昨年６月に公布され、2020年4月1日から施行されることです。
契約に関する規定を中心に社会・経済の変化への対応を図るための見
直しを行うとともに，民法を国民一般に分かりやすいものとする観点
から実務で通用している基本的なルールを適切に明文化することを狙
いとしたこの改正民法は、建設業界の契約実務にも変化をもたらすも
のと考えられます。
　今回の改訂にあたっては、改正内容について本書の各関係箇所の注
書き等で私が触れる他に、請負契約ないし建設業に関連する主な項目
に関して、今後のどのような点に留意する必要があるのかについて、
新しい第７章において弁護士の川尻恵理子氏に執筆していただきまし
た。元裁判官の視点から今後の契約実務がどう変わり、それにどのよ
うに対応すればよいのかを分かりやすく記述していただきました。
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はじめに

第１章　建設工事契約に関する基本問題
１　建設工事契約の性質
２　契約の当事者
３　当事者の基本的義務
４　監理者、監督員
５　工事請負契約と約款
６　共同企業体（ＪＶ）
７　公共工事の入札契約制度

第２章　建設業法・下請法の規制　
１　建設業の許可
２　一括下請負､一括委任の禁止
３　主任技術者、監理技術者、現場代理人
４　不公正な取引方法の禁止
５　特定建設業者の義務
６　建設工事の請負契約に関する紛争の処理
７　監督処分
８　経営事項審査
９　建設業法令遵守ガイドライン
10　下請代金支払遅延等防止法の概要

第３章　工事契約締結過程の諸問題　
１　契約書作成の意義
２　工事請負契約書作成・締結の実務
３　契約の成立
４　仮契約等
５　契約書作成上の留意点
６　契約締結上の過失
７　保証人・履行保証
８　電子的手段による契約
９　建設リサイクル法と請負契約書の記載
10　法定福利費の内訳明示(社会保険未加入問題とその対
　　策)

第４章　工事契約履行過程の諸問題　
１　工事用地の確保
２　設計変更
３　建設工事における損害の負担
４　第三者損害

５　不可抗力による損害
６　スライド条項、インフレ条項
７　部分使用・部分引渡
８　履行遅滞・違約金
９　工事の中止と解除

第５章　工事履行後の諸問題
１　完成・引渡し
２　瑕疵担保責任
３　工事目的物の所有権
４　紛争の処理

第６章　工事代金債権の保全・契約当事者の倒産　
１　同時履行の抗弁権
２　抵当権
３　先取特権
４　公正証書
５　留置権
６　請負契約当事者の倒産
７　ＪＶ構成員の倒産
８　下請負人の倒産

第７章　平成29（2017）年民法改正と建設工事契約　
１　民法改正の経緯とその施行日等
２　改正民法の概要と建設工事契約
３　請負（改正民法632条～642条）
４　保証契約（改正民法458条等）
５　消滅時効（改正民法166条～174条の２、724条、724条
　　の２）
６　その他（法定利率、債権譲渡）

　　平成９年改正から平成28年改正までの民間約款第９条
　　(旧第７条)改正履歴表

3339 〔改訂４版〕現代建設工事契約の基礎知識 2,900円



公益財団法人建設業適正取引推進機構／著
Ａ５判・並製　定価本体2,000円・送料実費　図書コード3316

〒156-0042　東京都世田谷区羽根木1-7-11
TEL 03(3321)4131 FAX 03(3325)1888

http://www.taisei-shuppan.co.jp/ ★弊社ホームページでもご注文いただけます。

Ⅰ　建設業法
　１　建設業法の目的
　　Ｑ　建設業法の目的
　　Ｑ　建設業法の適用範囲　　　他
　２　許可制度
　　Ｑ　許可制度
　　Ｑ　軽微な建設工事
　　Ｑ　建設工事の範囲
　　Ｑ　許可の区分
　　Ｑ　公共工事・民間工事
　　Ｑ　許可要件
　　Ｑ　経営業務管理責任者の設置　他
　３　経営事項審査制度
　　Ｑ　経営事項審査
　　Ｑ　経営事項審査制度の内容
　　Ｑ　経営事項審査が必要な工事
　　Ｑ　経営事項審査の手続　　　　他
　４　請負契約・紛争
　　Ｑ　建設工事の請負
　　Ｑ　単価契約
　　Ｑ　労働契約
　　Ｑ　元請と下請
　　Ｑ　建設業法令遵守ガイドライン
　　Ｑ　元請責任
　　Ｑ　工事請負契約書
　　Ｑ　工期
　　Ｑ　下請代金の支払等
　　Ｑ　元請・特定業者の責務
　　Ｑ　紛争の処理　　　他
　５　技術者制度
　　Ｑ　技術者制度の概要

　　Ｑ　主任技術者資格
　　Ｑ　監理技術者資格
　　Ｑ　営業所の専任技術者の役割と資格
　　Ｑ　現場代理人と監理技術者　　　　　他
　６　施工体制台帳等
　　Ｑ　施工体制台帳、施工体系図
　　Ｑ　施工体制台帳作成該当工事とその基準
　　Ｑ　施工体制台帳の記載内容と添付書類
　　Ｑ　施工体系図の記載内容
　　Ｑ　施工体制台帳の作成方法　　　　　他
　７　ＪＶ制度
　　Ｑ　技術者の配置
　　Ｑ　経営事項審査の取扱い（完成工事高等）
　　Ｑ　施工体制台帳の作成等　　　　　　　　他
　８　一括下請負
　　Ｑ　一括下請負
　　Ｑ　一括下請負の禁止が適用されない場合
　　Ｑ　一括下請負の禁止が適用される契約当事者　他
　９　監督処分・罰則　
　　Ｑ　監督処分
　　Ｑ　監督処分基準と公表
　　Ｑ　営業停止処分の内容
　　Ｑ　罰則
　　Ｑ　指名停止措置
　　Ｑ　独占禁止法違反と監督処分・罰則　　　他

Ⅱ　入札契約適正化法
　　Ｑ　目的と基本原則
　　Ｑ　発注者に対する法定義務付け事項
　　Ｑ　適正化指針
　　Ｑ　建設業法の特例　　　　　他

登
載
内
容
（
抄
）

　 改訂３版
わかりやすい

建設業法Ｑ＆Ａ

★建設業の実務に密接に関係する「建設業法」に関する知識を、
　 Ｑ＆Ａでわかりやすく解説した好評図書の最新版！

★平成28年建設業法施行令の改正、一括下請負禁止通知、監理技術者制度

　運用マニュアルの改正等に対応した最新版！
★「建設業法」の基本的な事項を図表等をまじえてＱ＆Ａ形式で、わかりやすく解説

　した建設業者必携の図書！

★建設業法の目的、許可制度、経営事項審査制度、請負契約・紛争処理、技術者制度、

　施工体制台帳等、ＪＶ制度、一括下請負、監督処分・罰則、入札契約適正化法など

　の項目について、わかりやすく解説！！



〒156-0042　東京都世田谷区羽根木1-7-11
TEL 03(3321)4131 FAX 03(3325)1888

http://www.taisei-shuppan.co.jp/

＊ご記入いただいたお客様の個人情報は、ご注文いただいた書籍の配送、ご請求等の連絡およびダイレクトメール
　のお届け等の弊社の営業活動に限って利用し、その目的以外での利用はいたしません。

〒　　　－　　　　所　在　地

18.03.S

図書コード 書　　　　　　　　　　名 定価　本体 数　　量

3316 改訂３版わかりやすい建設業法Ｑ＆Ａ 2,000円（税別）

＊送料は実費となります。

合　　　　計 円

部

関 連 図 書 案 内

部

部

編■建設産業研究会

編著■（公財）建設業適正取引推進機構

●建設業に携わる方々が必ず心得ておかなければならない 　
　「独占禁止法」に関する知識を図表等をまじえてＱ＆Ａ形式
　でわかりやすく解説した関係者必携の図書！

Ａ５判・並製・定価 本体1,800円（税別）図書コード2994

建設業の紛争と判例・仲裁判断事例

編著■（公財）建設業適正取引推進機構

●建設業に関する判例・仲裁判断事例を体系的に整理し、
　100事例を精選して、それぞれの事件について事案概要を
　図式化してわかりやすく説明し、裁判所（審査会）の判断　
　と判決（仲裁）の意義までをまとめた関係者必携の図書！

Ａ５判・上製・定価 本体4,000円（税別）図書コード3060

改訂版　建設業の社会保険加入と
　　　　　　　　一人親方をめぐるＱ＆Ａ

著■菊一　功

●社会保険未加入問題と一人親方の基礎知識をQ＆A形式
　で解説！
●加入指導・職権適用・保険料・遡及徴収・営業停止処分
　までの流れを解説

Ａ5判・並製・定価 本体1,800円（税別）図書コード3311

わかりやすい
建設業のための独占禁止法Ｑ＆Ａ

－建設業争訟事例100選－

改訂４版ポイント解説建設業法令遵守ガイドライン 
編著■建設業許可行政研究会

●「建設業法令遵守ガイドライン」は、元請・下請関係にお
　いてどのような行為が建設業法に違反するかを具体的に示し
　法令違反行為を防ぎ、元請負人と下請負人との対等な関係
　の構築と公正・透明な取引の実現を図ることを目的として策
　定され、その後、違反行為事例の充実、建設業法施行令の
　改正内容を反映するために改訂されたものであり、建設企業
　が法令遵守を進める上で必読の書。
Ｂ５判・並製・定価 本体1,600円（税別）・図書コード3289

〔改訂12版〕 [逐条解説]建設業法解説
編著■建設業法研究会

●信頼ある建設業法解説書の「定本」８年ぶりの改訂版！
●建設業者にとって最も重要な「建設業法」を条文ごとにわか
　りやすく解説！
●知りたいことすべてに応える、建設業法の解釈と実務のため
　の必携書!!

Ａ５判・上製函入・定価 本体6,500円（税別）・図書コード3273

建設産業政策2017+10
－若い人たちに明日の建設産業を語ろう－

●2017年7月に発表された「建設産業政策2017+10」は、建設
　産業の将来展望や建設業関連制度の基本枠組みについて
　議論し、働き方改革、生産性向上、良質な建設サービス
　の提供、地域力の強化の各分野ごとに10年後を見据えて
　各種「制度インフラ」の再構築を中心にした施策を提言！

Ａ４判・並製・定価 本体1,800円（税別）・図書コード3302

注　文　　　　年　　月　　日

団体・会社名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　部課名

担当者名　　　　　　　　　　印
T E L
F A X

E-mail：
購読区分　公用・私用

番線印
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